
第１回 京都市上下水道料金制度審議委員会 

 

次     第 

 

開 催 日  平成２３年１１月７日（月） 

開催時間  午後２時～４時（終了予定） 

開催場所  京都ＪＡ会館 ６階 602－604 会議室 

 

１ 開 会 

 （１）京都市あいさつ 

（２）委員及び上下水道局出席者の紹介 

（３）委員会設置要綱について 

 （４）委員長・副委員長の選任 

 （５）委員長あいさつ 

 （６）会議の公開について 

２ 京都市の上下水道に関する説明等 

（１）上下水道事業について 

（２）上下水道料金制度について 

（３）その他 

３ 審 議 

４ 今後の予定 

５ 閉 会 
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第１回 京都市上下水道料金制度審議委員会 出席者名簿 

 
◆ 審議委員会委員 
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 京都市民生児童委員連盟理事 

岡
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こ

 上下水道モニター
*  
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 京都商工会議所専務理事 

小
こ
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か

 税理士 

藤
ふじ

 井
い

 秀
ひで

 樹
き

 京都大学教授（大学院経済学研究科） 

松
まつ

 明
あき

    淳
あつし

 社団法人日本水道協会調査部長 

水
みず

 谷
たに

 文
ふみ

 俊
とし

 神戸大学教授（大学院経営学研究科） 

安
やす

 田
だ

 桂
けい

 子
こ

 京都市地域女性連合会常任委員 

  
 
 
 
◆ 京都市 
 京都市公営企業管理者上下水道局長 西村 京三 
  〃 上下水道局次長 太田 達也 
     〃    技術長 鈴木 秀男 
     〃    総務部長 山田 哲士 
     〃    総務部経営改革担当部長 小田 久人 
     〃    総務部お客さまサービス推進室長 向畑 秀樹 
     〃    技術監理室長 大楽 尚史 
      〃    水道部長 三田村 晃 
     〃    下水道部長 出口 勝德 
 
 

◇ 事務局 
  上下水道局総務部総務課 

＊ 上下水道モニターは，上下水道事業の運営やサービス向上に資する

意見や提案を頂くため，毎年度，市民の皆様から公募し，施設見学や

レポート提出等の活動を行っていただいている方々です。 

（五十音順，敬称略）



第１回京都市上下水道料金制度審議委員会配席図
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京都市上下水道料金制度審議委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 上下水道料金制度の在り方について，利用者及び専門家から幅広い意見を聴

くため，京都市上下水道料金制度審議委員会（以下「委員会」という。）を設置す

る。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は，次に掲げる事項について審議し，その結果を管理者に提言するも

のとする。 

  上下水道料金制度の在り方 

  その他上下水道事業に関わる課題 

（組織） 

第３条 委員会は，委員８名以内をもって組織する。 

２ 委員は，市民及び学識経験のある者その他管理者が適当と認める者のうちから，

管理者が委嘱する。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は，平成２５年３月３１日までとする。ただし，補欠の委員の任

期は，前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は，委員の互選により定め，副委員長は委員長が指名する。 

３ 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。 

４ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは，その職務を代理する。 

５ 委員長及び副委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長の指名する委員がそ

の職務を代理する。 

（招集及び議事） 

第６条 委員会は，委員長が招集する。ただし，委員長及びその職務を代理する者が
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在任しないときの委員会は，管理者が招集する。 

２ 委員長は，会議の議長となる。 

３ 委員会は，委員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができない。 

４ 委員会の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決す

るところによる。 

５ 委員会は，必要があると認めるときは，委員以外の者に対して，意見の陳述，説

明その他の必要な協力を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は，上下水道局総務部総務課において行う。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，別に定め

る。 

附 則 

この要綱は，平成２３年９月１日から実施する。 

 

 



京都市上下水道料金制度審議委員会 委員名簿・プロフィール 

 
 
 

氏  名 区  分 役   職   等 

大
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 利 用 者 京都市民生児童委員連盟理事 

岡
おか

 山
やま
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か

代
よ
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こ

 利 用 者 上下水道モニター （南区在住・主婦）

奥
おく

 原
はら

 恒
つね

 興
おき

 利 用 者 京都商工会議所専務理事 

小
こ

  林
ばやし

 由
ゆ

  香
か

 民間有識者
税理士，京都市情報公開制度運営審議会

委員 

藤
ふじ

 井
い

 秀
ひで

 樹
き

 学識経験者
京都大学教授（大学院経済学研究科）／

専門：財務会計論・公益事業会計論 

松
まつ

 明
あき

    淳
あつし

 民間有識者 社団法人日本水道協会調査部長 

水
みず

 谷
たに

 文
ふみ

 俊
とし

 学識経験者

神戸大学教授（大学院経営学研究科）／

専門：公益事業論，京都市上下水道事業

経営評価審議委員会委員 

安
やす

 田
だ

 桂
けい

 子
こ

 利 用 者 京都市地域女性連合会常任委員 

  

（五十音順，敬称略）
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京都市上下水道料金制度審議委員会の会議の公開に関する要領 

（趣旨） 

第１条 京都市上下水道料金制度審議委員会（以下「委員会」という。）の会議 

（以下「会議」という。）の公開については，京都市市民参加推進条例第７条及び

京都市市民参加推進条例施行規則第３条に定めるもののほか，この要領の定める 

ところによる。 

（会議の公開） 

第２条 会議は，原則として公開とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，委員長は，会議を公開することにより非公開情報 

（京都市情報公開条例第７条に規定する非公開情報をいう。以下同じ。）が公に 

なると認めるときは，会議の全部又は一部を公開しないことができる。 

（公開の方法等） 

第３条 会議の公開は，会議の傍聴を希望する者に，当該会議の傍聴を認めることに

より行う。 

２ 委員会は，会議を公開するときは，会議を傍聴する者（以下「傍聴者」とい

う。）の定員をあらかじめ定め，会議の会場に傍聴席を設けるものとする。 

（傍聴することができない者） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する者は，会議を傍聴することができない。 

  棒，プラカード，つえ（疾病その他正当な理由がある場合を除く。）等人に危

害を加えるおそれのある物を携帯している者 

  拡声器，鉢巻，腕章，たすき，ゼッケン，垂れ幕，のぼり，張り紙，ビラ等会

議の進行を妨害するおそれのある物を着用し，又は携帯している者 

  酒気を帯びている者 

  その他会議の進行を妨害することを疑うに足りる顕著な事情が認められる者 

（傍聴者の守るべき事項） 

第５条 傍聴者は，職員の指示に従うとともに，次の各号に掲げる事項を守り，静穏
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に傍聴しなければならない。 

  会議における発言に対して，拍手その他の方法により賛否を表明しないこと。 

  会議場において発言しないこと。 

  みだりに席を離れないこと。 

  飲食又は喫煙をしないこと。 

  携帯電話その他音の発生する機器の電源を切ること。 

  会議場において，撮影，録音その他これに類する行為をしないこと。ただし，

委員長の許可を得た者は，この限りでない。 

  前各号に定めるもののほか，会議の進行の妨げとなり，又は他の傍聴者の迷

惑になる行為をしないこと。 

（傍聴者の退場） 

第６条 傍聴者は，会議を公開しないこととする決定があったときは，速やかに退場

しなければならない。 

（違反に対する措置） 

第７条 委員長は，傍聴者がこの要領の規定に違反したときは，当該違反行為を制止

し，その命令に従わないときは，当該傍聴者を退場させることができる。 

（議事録等） 

第８条 委員会は，会議の終了後速やかに，議事録を作成しなければならない。 

２ 議事録及び会議の資料は，原則として公開する。 

３ 前項の規定にかかわらず，委員長は，次のいずれかに該当するときは，議事録又

は会議の資料の全部又は一部を公開しないことができる。 

  会議を公開しなかったとき。 

  議事録又は会議の資料を公開することにより，非公開情報が公になると認め 

るとき。 

４ 委員会は，前項の規定により議事録の全部又は一部を公開しないこととするとき

は，議事要旨を作成し，公開するものとする。 



５ 議事録には，委員会において定めた２人の出席委員が署名しなければならない。 

附 則 

この要領は，平成２３年９月１日から実施する。 

 



 

○ 関連する規定等について 

 

① 京都市市民参加推進条例（抄） 

（審議会等の会議の公開） 

第７条 審議会その他の附属機関及びこれに類する合議体（以下「審議会等」という。）の

会議は，公開しなければならない。ただし，会議を公開することにより非公開情報（京

都市情報公開条例第７条に規定する非公開情報をいう。以下同じ。）が公になる場合その

他別に定める場合は，この限りでない。 

２ 審議会等の会議を招集する者は，当該会議の期日までに相当な期間を置いて，当該会

議について，開催する日時及び場所，議題，傍聴の可否その他必要と認める事項を公表

しなければならない。ただし，緊急を要するとき，又はこれらの事項を公表することに

より非公開情報が公になるときは，この限りでない。 

３ 第１項の規定により公開した会議については，会議録を作成し，これを公表しなけれ

ばならない。 

 

② 京都市市民参加推進条例施行規則（抄） 

（審議会等の会議を非公開とする場合） 

第３条 市民参加推進条例第７条第１項ただし書に規定する別に定める場合は，条例の規

定により審議会等の会議が非公開とされている場合とする。 

２ 市長等は，市民参加推進条例第７条第１項ただし書の規定により審議会等の会議を非

公開にしようとするときは，その理由を明らかにしなければならない。 

 

③ 京都市情報公開条例（抄） 

(公文書の公開義務) 

第７条 実施機関は，公開請求があったときは，公開請求に係る公文書に次の各号のいず

れかに該当する情報(以下「非公開情報」という。)が記録されている場合を除き，請求

者に対し，当該公文書を公開しなければならない。 

  個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)であって，個

人が識別され，又は識別され得るもののうち，通常他人に知られたくないと認められ

るもの。ただし，人の生命，身体，健康，生活又は財産を保護するため，公にするこ

とが必要であると認められる情報を除く。 

  法人(本市，国，他の地方公共団体，独立行政法人等(独立行政法人等の保有する情

報の公開に関する法律第 2 条第 1 項に規定する独立行政法人等をいう。)及び地方独立

行政法人並びにこれらに準じる団体(以下「本市等」という。)を除く。)その他の団体

(以下「法人等」という。)に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報

であって，公にすることにより当該法人等又は当該個人の競争上又は事業活動上の地

位その他正当な利益を明らかに害すると認められるもの。ただし，次のいずれかに該
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当する情報を除く。 

ア 事業活動によって生じ，又は生じるおそれのある危害から人の生命，身体又は健

康を保護するため，公にすることが必要であると認められる情報 

イ 違法又は不当な事業活動によって生じ，又は生じるおそれのある支障から人の生

活又は財産を保護するため，公にすることが必要であると認められる情報 

  法人等又は個人が，実施機関の要請を受けて，公にしないとの条件で任意に提供し

た情報であって，法人等又は個人における通例として公にしないこととされているも

のその他の当該条件を付することが当該情報の性質，当時の状況等に照らして合理的

であると認められるもの。ただし，次のいずれかに該当する情報を除く。 

ア 事業活動又は行為によって生じ，又は生じるおそれのある危害から人の生命，身

体又は健康を保護するため，公にすることが必要であると認められる情報 

イ 違法又は不当な事業活動又は行為によって生じ，又は生じるおそれのある支障か

ら人の生活又は財産を保護するため，公にすることが必要であると認められる情報 

  公にすることにより，人の生命，身体，財産等の保護，犯罪の予防及び捜査その他

の公共の安全と秩序の維持に支障が生じるおそれのある情報 

  本市等又はその相互間における審議，検討又は協議に関する情報であって，公にす

ることにより，率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそ

れ，不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え，若

しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

  本市等が行う事務又は事業に関する情報であって，公にすることにより，次に掲げ

るおそれその他当該事務又は事業の性質上，当該事務又は事業の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあるもの 

ア 監査，検査，取締り又は試験に係る事務に関し，正確な事実の把握を困難にする

おそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし，若しくはその発見を困難にするお

それ 

イ 契約，交渉又は争訟に係る事務に関し，本市等の財産上の利益又は当事者として

の地位を不当に害するおそれ 

ウ 調査研究に係る事務に関し，その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

エ 人事管理に係る事務に関し，公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

オ 本市，国若しくは他の地方公共団体が経営する企業又は独立行政法人等，地方独

立行政法人その他の本市，国及び他の地方公共団体に準じる団体に係る事業に関し，

その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

  法令(条例を含む。以下同じ。)の規定により明らかに公開することができないとさ

れている情報又は法律若しくはこれに基づく政令に基づき国の行政機関等から公開し

てはならない旨の個別的かつ具体的な指示(地方自治法第245条第1号ヘに掲げる指示

その他これに類する行為をいう。)がある情報 
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